
                                                              

中小企業における人手不足対策の強化について 

 

                              【担当省庁】内閣府、厚生労働省 
 
人口減少・少子高齢化が進行する中、京都府域全体の有効求人倍率

は、1.20倍、中でも北部地域などの人口減少地域では、全職種で 1.55

倍、資格が必要な専門的・技術的職業では 2.68倍となるなど、深刻な

人手不足状況にあり、中小企業の廃業やバスの減便など、地域経済や

日常生活への影響が深刻化している。 

国においては、エネルギー・食料品価格の物価高騰の影響を受けた

生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るため、「物価高騰対応

重点支援地方創生臨時交付金」を創設し、地方公共団体が地域の実情

に応じた取組を御支援いただているが、人手不足対策についても同様

の交付金制度を創設し、中小企業等の人材確保に向けて以下のような

取組を緊急的に支援していただきたい。 

○人材を確保するための情報発信やマッチング 

○人材を定着させるための働きやすい職場づくり 

○兼業・副業人材を獲得するための在宅勤務等の環境整備 

○専門的スキルや資格を取得させるための研修・訓練 

○人手不足分野への労働移動を促進するためのリスキリング 

○労働生産性向上のための AI・ロボット等の導入 

○若者の首都圏流出を防止するための奨学金返済支援等のインセン 

ティブの導入 等 
 
【現状・課題等】 

■深刻な人手不足などを背景として、倒産件数は全国的に増加している。 

■京都府では、一般事務職員等は人余りが続く一方、建設や製造等の専門的・技

術的職業では人手不足が顕著となっており、特に北部地域では深刻化している。 

■国の事業としては、就職氷河期世代等の就職弱者等の新規就業に向けた支援制

度は存在するものの、企業に対する人材確保支援などのメニューは少ない。 

■カタログ型の中小企業省力化投資補助金では、省力化につながる汎用製品の導

入を支援いただているが、伝統産業をはじめとする地域の特色ある産業特性に

応じた支援も必要 

■令和５年 11 月に創設された「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」では、 

  地方にとって物価高騰と並ぶ喫緊の重要課題である人手不足対策が推奨事業メ 

ニューに含まれておらず、中小企業等を取り巻く現状に対応できていない。 



 令和６年 11月 京都府 

【国の事業等】 

 ■概算要求 

〔内閣府〕 

  ▶ 地域就職氷河期世代支援加速化交付金 10億円 

先進的・積極的に就職氷河期世代への支援に取り組む地方公共団体等を支援 

〔経済産業省〕 

  ▶ 中小企業省力化投資補助事業 1,000億円（令和５年度補正予算） 

中小企業等の省力化を後押しするため、IoT・ロボット等の付加価値額向上

や生産性向上に効果的な汎用製品の「カタログ」を用意し、導入を支援 

 ■物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金〔内閣府〕 26,903億円 

 

【京都府の取組】 

 ■中小企業人材確保・多様な働き方推進事業 （令和６年度予算 113百万円） 

人手不足が深刻化する中、府内中小企業の人材確保支援として、令和６年度に

「京都企業人材確保センター」を立ち上げ、企業訪問を通じた企業ニーズの把

握やマッチング機会の提供に加え、採用力の向上に繋げることを目的としたセ

ミナー等を実施 

■京都府生涯現役クリエイティブセンター事業 （令和６年度予算 92百万円） 

  人生 100年時代を見据え職業人生が長期化する中、「生涯学び・働き続けるこ

とのできる社会」の実現のため、「京都府生涯現役クリエイティブセンター」

を令和３年８月に開設し、これまでに延べ６万人の方が利用 

 ■生産性向上モデル創出支援事業 （令和６年度予算 100百万円） 

  人口減少に伴う人手不足等に対応するため、中小企業の生産性・付加価値向上

に資する AI・IoT・ロボット等のテクノロジ－導入を支援 

【参考】京都府の有効求人倍率（令和６年６月現在） 

職  種 府全域 北部地域 

一般事務 ０．２６倍 ０．３８倍 

建築・土木技術者等 ５．４１倍 １５．５３倍 

金属材料製造等 ２．４３倍 ２．８３倍 

自動車運転手 ２．８４倍 ２．２０倍 

 

 京 都 府 

 の担当課 

商工労働観光部 労働政策室(075-414-5082) 

        雇用推進課(075-692-3232) 

        人材育成課(075-414-4872) 


